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地方公共団体における事務の共同処理の改革に関する研究会（第１回） 

平成２１年７月２８日 

 

 

【吉川行政体制整備室長】  それでは皆様おそろいでございますので、ただいまから第

１回地方公共団体における事務の共同処理の改革に関する研究会を開催させていただきま

す。 

 本日は大変お忙しい中お集まりをいただきまして、まことにありがとうございます。私

は本研究会の事務局を務めます、総務省自治行政局行政体制整備室長の吉川と申します。

どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでまず、研究会の開催に当たりまして、当省の自治行政局長、久元からごあいさつ

を申し上げます。 

【久元自治行政局長】  総務省の自治行政局長の久元でございます。今日は共同処理の

改革に関する研究会を設置させていただきまして、委員にご就任をお願いいたしましたと

ころ、お引き受けいただき、また大変お忙しいところご出席をいただきまして、ありがと

うございます。 

 この研究会を設置させていただきました直接的な契機は、６月１６日に提出されました

地方制度調査会の答申でございます。地方制度調査会は総理の諮問機関でありまして、学

識経験者のほかに、地方公共団体６団体の代表者、また国会議員の先生方にも入っていた

だいた諮問機関です。この答申はそういうような構成メンバーからも、大変重みのあるも

のでありまして、これまでもこの地方制度調査会の答申に基づいて、いろんな制度改正が

行われてまいりました。 

 この今回の答申のポイントは、平成の大合併を来年の３月で一区切りにすると。今後は

合併も含めて自治体間の広域連携、そして場合によっては都道府県の補完、こういう方法

の中から、それぞれの自治体の判断で最も適切なものを選択して、そして自治体のサービ

スを提供していく、こういう大きな考え方でございます。 

 そこでこの広域連携のあり方について、この答申ではさまざまな提案がなされておりま

す。こういう提案を具体化するために、もう少し実際に共同処理のあり方ということにつ

いて、突っ込んだ検討をやっぱりしていく必要があるのではないかということで、この研

究会を設置させていただいたところでございます。 
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 共同処理のあり方はいろんな方法が積み重ねられてまいりました。明治からある、非常

に古い制度でありますし、またこの広域連携のいろんな方法は、諸外国でもさまざまな方

法があって使われております。そういうような歴史や、またいろんな知見の上に立って、

この共同処理のあり方について、より議論を深めていただきたいと思っております。 

 非常に幅広い見地から、いろんなご意見を頂戴できればと思っておりますし、また実際

に、もちろんこれは政治の判断を求めますけれども、できれば私どものつもりとしては、

来年の通常国会に所要の法案を提出して、制度化をお願いしたいと思っておりますので、

実際にこの実務がきちんと回って、それぞれの自治体の仕事の効率化、住民サービスの向

上につながるような、そんな方策をご論議いただければと思っております。どうぞよろし

くお願い申し上げます。 

【吉川行政体制整備室長】  それでは以下、座ったままで進めさせていただきます。 

 本研究会の趣旨等について、まずご説明を申し上げます。お手元にお配りしております

資料１、本研究会の運営要綱をごらんいただきたいと思います。趣旨につきましては、今

の局長のあいさつに尽きるわけでございますけれども、１番のところに書いておりますよ

うに、市町村合併の進展等を踏まえまして、市町村の多様性を前提に、各市町村が自らの

課題に適切に対処できるようにしていくため、共同処理方式による広域連携、その現状と

課題を分析し、今後のあるべき姿やさらなる活用方策について検討を行っていただくとい

うものでございます。 

 次に座長についてでございますが、辻琢也一橋大学大学院教授にお願いいたしまして、

ご承諾をいただいているところでございます。辻先生、一言ごあいさつをお願いいたしま

す。 

【辻座長】  どうも一橋大学の辻でございます。よろしくお願いします。今、局長のほ

うからもごあいさつがありましたが、私も合併のほうもやってきていまして、さらなる合

併の必要性があるかどうかについてはともかく置いておいて、今まで合併した結果、事務

の共同処理の方法を見直さなければならないところもありますし、同時に今後、なかなか

容易に合併が進まないという中で、事務の共同処理のあり方をまた改めて検討しなきゃな

らない、この２側面ありまして、皆さんと一緒に一生懸命考えていきたいと思いますので、

どうかよろしくお願いします。 

【吉川行政体制整備室長】  ありがとうございました。 

 では、ここからの進行につきましては、座長にお願いしたいと存じます。よろしくお願



 -3- 

いいたします。 

【辻座長】  はい。それでは各先生方のご紹介をさせていただきます。事務局から５０

音順に紹介させていただきますので、それに続きまして、ご専門や得意分野、それから最

近関心をお持ちのことなどを含めて自己紹介いただけたらと存じます。 

【吉川行政体制整備室長】  それでまず、磯部哲委員、お願いいたします。 

【磯部委員】  獨協大学の磯部と申します。どうぞよろしくお願いいたします。今の幾

つかのテーマは全部答えられるかちょっとわからないのですが、専門は行政法でございま

して、大学では行政法及び地方自治法の講義を担当しております。が、専ら専門は医療に

まつわる法律問題というのを研究テーマにしておりますし、しかも事務の共同処理などと

いうところは時間の関係上、講義では最小限という感じにしてしまうところもあって、あ

まり自分でも研究は進んでいないところではありますが、興味はありますので、勉強させ

ていただければと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

【吉川行政体制整備室長】  次に、入江容子委員、お願いいたします。 

【入江委員】  愛知大学の入江と申します。どうぞよろしくお願いします。大学では法

学部で地方自治論ですとか公共政策論を教えておりまして、個人的には、地方自治の中で

も自治体の組織に関係することに非常に関心を持って研究をしております。皆様方のご指

導をいただきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

【吉川行政体制整備室長】  甲斐朋香委員、お願いいたします。 

【甲斐委員】  初めまして、甲斐朋香と申します。松山大学から参りました。愛媛県は

合併先進地と言われていて、その関係でお声がけをいただいたのかなと思っております。

専門は行政学で、括弧書きの「協働型まちづくり」に関心を持っております。どうぞよろ

しくお願いいたします。 

【吉川行政体制整備室長】  次に、勝賀瀬淳委員、お願いいたします。 

【勝賀瀬委員】  高知県の勝賀瀬と申します。よろしくお願いいたします。地方分権と

広域行政、また市町村合併を担当しております。高知県は５３市町村が３４に再編されま

したけれども、１万人未満の小さな町村が１９ございます。そうした中で、どうやって広

域的に地域経営をしていくかということは非常に重要な課題になっておりますので、皆様

方のお知恵をいただきながら考えていきたいと思っております。よろしくお願いいたしま

す。 

【吉川行政体制整備室長】  髙田修委員、お願いします。 
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【髙田委員】  長野県の飯田市から来ました、財政課長の髙田と申します。よろしくお

願いいたします。私の所属しております飯田市は南信州の広域連合を形成しておりますけ

れども、長野県の一番南で、平均でも財政力指数が０.２２という非常に財政力の弱い地域

でございます。このたび３月に定住自立圏の中心市宣言をいたしまして、７月１４日に各

町村と協定の締結ができたというような状況であります。非常に弱い中で、広域連合を補

完する新たな枠組みという形で、何かこれから考えていけないかということで私どもも取

り組んでおりまして、参考にさせていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【吉川行政体制整備室長】  出口裕明委員、お願いします。 

【出口委員】  神奈川大学法学部の出口と申します。よろしくお願いいたします。私は

今は神奈川大学におりますけれども、その前は２０年ばかり神奈川県庁におりまして、最

後のころに勝賀瀬委員と同じように、市町村課のほうで市町村合併を担当しておりました

関係で、今回は研究半分、実務経験半分でお呼びいただいたのではないかなと思います。

今後ともよろしくお願いします。 

【吉川行政体制整備室長】  村上孝浩委員、お願いいたします。 

【村上委員】  埼玉県志木市から参りました村上と申します。どうぞよろしくお願いい

たします。名簿の上では企画部の政策推進課長ということでございますが、せんだって８

月１日付の人事異動がございまして、次回からは秘書広報課長の立場で出席させていただ

きます。 

 私ども埼玉県でも、この平成の大合併で随分市町村合併が進みましたが、それでも９０

市町村が７０市町村ということで、まだまだたくさんの自治体がございます。ご多分に漏

れず、私ども志木市のほうも、今日こちらのガイドマップを配らせていただいたんですが、

後ろのところにちょっと出ておりますように、面積が９.０６平方キロメートルで人口が約

７万人ということで、大変小さな自治体でございます。合併につきましては、近隣のこち

らのマップにあります４市と、埼玉県内では非常に早いほうになりますけれども、平成１

３年４月に法定の合併協を立ち上げて準備を進めてまいりました。 

 しかしながら合併に当たりまして、４市首長の合意でありました住民投票、こちらのほ

うが平成１５年４月に行われまして、１市だけ反対票がわずかに上回ったということで、

法定協のほうが解散になりまして、その後、その１市を除く３市で任意協が立ち上げられ

ましたけれども、そちらについても１７年３月までに新たなビジョンを示すことはできな

いということで、任意協のほうも廃止された次第でございます。 
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 先ほど局長さんのほうからもお話がありましたけれども、来年の合併法の特例法の期限

によって、合併が一区切りということでございますけれども、今後我々小規模な自治体で

も、事務の広域化という部分では非常にせっぱ詰まった問題でございますので、今回どの

程度お役に立てるかわかりませんけれども、地方の現状ということでお話しする機会があ

れば、させていただければと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

【吉川行政体制整備室長】  ありがとうございました。 

【辻座長】  委員のほうは実はあと、本日はご都合によりご欠席となっておりますが、

土山希美枝龍谷大学法学部准教授、それから東方俊一郎石川県代表監査委員も含めまして、

１０人の構成ということになっております。 

 続きまして、総務省関係及び幹事事務局の出席者をご紹介いたします。事務局から順に

ご紹介させていただきますので、それに続いて一言ずつごあいさつをいただきたいと存じ

ます。 

【吉川行政体制整備室長】  それでは初めに、久元喜造自治行政局長でございます。 

【久元自治行政局長】  よろしくお願いいたします。 

【吉川行政体制整備室長】  佐村知子大臣官房審議官でございます。 

【佐村大臣官房審議官】  どうぞよろしくお願いします。 

【吉川行政体制整備室長】  続きまして、幹事を紹介いたします。 

 自治行政局、安田充行政課長でございます。 

【安田行政課長】  よろしくお願いいたします。 

【吉川行政体制整備室長】  公務員部の丸山淑夫公務員課長でございます。 

【丸山公務員課長】  丸山でございます。よろしくお願いいたします。 

【吉川行政体制整備室長】  自治行政局の植田浩市町村課長でございます。 

【植田市町村課長】  植田でございます。よろしくお願いいたします。 

【吉川行政体制整備室長】  同じく田谷聡合併推進課長でございます。 

【田谷合併推進課長】  よろしくお願いします。 

 なお、事務局といたしまして、行政体制整備室の課長補佐、渡邉が出席させていただい

ております。 

【渡邉課長補佐】  よろしくお願いいたします。 

【吉川行政体制整備室長】  以上でございます。 

【辻座長】  続きまして、座長代理につきまして、私のほうから指名させていただきた
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いと思います。隣に座っておりますが、出口委員に座長代理をお願いしたいと思います。

よろしくお願いします。 

【出口委員】  謹んでお引き受けします。 

【辻座長】  それでは続きまして、研究会の運営についてお諮りしたいと思います。本

研究会におきましては、委員の皆様の自由な発言を促すために、非公開としたいと思いま

すが、会議資料は本会議終了後、速やかに公表することとしたいと存じます。 

 また、議事録につきましても、本会議終了後、速やかに事務局において作成し、委員の

皆様に確認を得た上で公表したいと存じます。よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【辻座長】  それではそのように取り扱わせていただきたいと思います。 

 続きまして、これからの議論の前提としまして、地方公共団体における事務の共同処理

の状況につきまして、共通認識を持っていただくために、事務局から説明をお願いします。 

【渡邉課長補佐】  それでは資料につきまして、説明をさせていただきます。 

 まず、資料２－１をごらんいただきたいと思います。現在の現行の共同処理制度の概要

について説明をさせていただきます。 

 １ページ目をごらんいただきますと、「現行の事務の共同処理の仕組みと運用」と題しま

して、一覧にしております。現在の共同処理の仕組みと言われておりますものには、こち

らの７種類がございます。上の３つが法人の設立を要しない、いわゆる簡便な仕組みとい

うもの、それから下の４つが別法人、これは特別地方公共団体を設立して事務を行うとい

うものであります。 

 内容につきまして、次ページ以降で説明をさせていただきます。２ページをごらんくだ

さい。まず、「協議会」というものです。協議会と申しますのは、普通地方公共団体の自治

体の協議によって定められる規約で設置される組織でありまして、法人格を有せずに、ま

た、したがいまして、協議会固有の財産あるいは職員は有さないという特徴がございます。 

 名称から、会議の場というようなイメージがあるんですけれども、内容としましては、

一定の事務の管理執行を行う協議会、あるいは連絡調整を行うための協議会、それから計

画を作成する協議会の３種類がございます。合併で多数設立されました市町村合併の法定

協議会もこの中に含まれます。 

 財源といたしまして、協議会の経費は各地方公共団体が負担して、どういう形で支出す

るかということは、それぞれの規約で定めるということとしております。 
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 実績といたしましては、計画をつくるための協議会というのが数としては大変多くなっ

ております。それ以外に、教育関係で視聴覚ライブラリーの設置などを行っている例がご

ざいます。 

 続きまして、３ページ目をごらんください。機関等の共同設置の制度でございます。機

関等の共同設置は先ほどの協議会と違いまして、協議会をつくらずに、委員会ですとか委

員、執行機関の附属機関などが対象になりますけれども、これらを共同して設置するとい

うものであります。こちらのイメージ図のほうにございますが、例えば委員会、これは教

育委員会なら教育委員会を、それぞれのＡ市、Ｂ町、Ｃ村が共同で設置をするという形に

なります。 

 共同設置された委員会などの機関は、各地方公共団体の共通の機関としての性格を有す

ることになりますので、その共同設置した機関が行った管理・執行の効果が、それぞれの

関係地方公共団体が自分で行ったと同じことになるという形で、それぞれの普通地方公共

団体のほうに結果が帰属していくというところが特徴でございます。 

 財源につきましては、関係の公共団体が負担することになりまして、規約でどこか１つ、

例えばＡ市ならＡ市を決めまして、Ａ市の歳入歳出予算に便宜上計上して、Ｂ町、Ｃ村が

それぞれ負担金としてＡ市に出すという形で計上して支出をする形となっております。 

 制度の活用の実績でございますが、厚生福祉が２６２ということで、圧倒的に多くなっ

ておりますけれども、これは内容といたしましては、後ほど出てまいりますが、介護保険

の要介護度の認定審査会、あるいは自立支援法の障害の区分の認定審査会がほとんどでご

ざいます。その他の１３０というのがございますけれども、こちらもその大半は公平委員

会の共同設置でございまして、この３分野が実績としてはほとんどであるという状況でご

ざいます。 

 続きまして４ページです。事務の委託の制度になります。事務の委託につきましては、

例えばこの図でごらんいただきますと、Ｂ町ならＢ町の一部の事務の執行管理を、Ａ市な

らＡ市という形で、別の地方公共団体にゆだねるという制度でありまして、こちらも協議

によって規約を定めて委託するという形になります。 

 事務を受託した先、こちらで言いますとＡ市がこの事務を処理することによりまして、

委託をしたＢ町、事務を出したほうが自ら行ったと同じ効果を生ずるということでして、

Ａ市がＢ町内で事務を行ったものが、Ｂ町が行ったものと同じ効果を生ずるということに

なります。法令上の責任はこの場合、受託した側に帰属するということで、Ａ市がすべて
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責任を負うという形になりまして、委託をした側、Ｂ町のほうにつきましては、その権限

がなくなる、完全にＡ市のほうに移るというのが特徴でございます。 

 財源につきましては、委託をするほうが受託をするほう、Ｂ町からＡ市のほうに委託費

として予算に計上して支払い、Ａ市のほうで支出を行うという形になります。 

 制度の活用実績でございますが、これは５,０００件ほど実績がございまして、各分野で

非常に多く活用されている制度でございます。 

 続きまして５ページをごらんください。ここから先が法人格を設立する、法人格のある

制度でありまして、一部事務組合でございます。制度の概要といたしましては、地方公共

団体がその事務の一部を共同して処理するために、一部事務組合という形で、特別地方公

共団体を設置して行わせるというものでありまして、都道府県が加入する場合は総務大臣、

その他のものにつきましては都道府県知事の許可が必要ということになります。 

 この一部事務組合が設立されますと、この組合に出された共同処理をする事務につきま

しては、各市町村の権能から除外されることになりますので、その部分の事務が市町村か

らはなくなって、一部事務組合のほうに移るという形になります。 

 活用実績としましては、ごみ処理ですとか、し尿処理ですとか、消防とか、大変多く活

用されておりまして、設置数が１,６６４ということでございます。 

 それから６ページをごらんください。広域連合の制度でございます。広域連合につきま

しては、地方公共団体が広域にわたって処理することが適当な事務につきまして、広域計

画というものを作成して、必要な事務を広域にわたって処理するために設立をするという

のものでありまして、一部事務組合と同様に、都道府県が加入するものは総務大臣、その

他のものにつきましては都道府県知事の許可を得て設立をされるという形になります。 

 一部事務組合との違いにつきましては、国や都道府県から直接権限移譲が受けられる、

あるいは住民からの直接請求が認められている、あるいは規約の変更を広域連合の側から

関係地方公共団体のほうに要請することができるといった形で、一部事務組合よりも、連

合として主体性が発揮できる制度という形になっております。こちらにつきましても同様

に、広域連合のほうに共同処理することにされた事務につきましては、関係市町村から移

るという形になります。 

 最後の７ページに、一部事務組合と広域連合の相違点につきまして整理しておりますの

で、後ほどごらんいただければと思います。 

 続きまして、資料２－２をごらんください。処理の状況につきまして、先ほどと重なる
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部分もございますが、概観をしていただければと思います。 

 １ページをごらんいただければと思います。共同処理の方式別の割合、活用状況でござ

いますが、共同処理の総件数は、この円グラフのほうでごらんいただきますと、全国で７,

５００ほどございます。そのうちの５,１００、件数ベースで見ますと３分の２程度が事務

の委託になります。それに続きますのが１,６６４件の一部事務組合ということで、この２

つが件数で言いますと圧倒的に多いという形になります。機関等の共同設置が４００件、

協議会が２８０件、広域連合につきまして１１１件という状況です。 

 広域連合と一部事務組合の数の推移につきまして、右のほうにグラフで示してございま

すが、この淡い色のほうが広域連合なんですけれども、広域連合が最近急増しております

のは、これは長寿医療制度、後期高齢者医療制度で広域連合を各県で全市町村が加入する

形で設立するという形になりましたので、その関係で急増しておりますが、全体の傾向と

いたしましては、合併の進捗に合わせまして、一部事務組合、広域連合は減少する傾向に

あるという形になっております。 

 ２ページと３ページが、先ほど説明の中で若干触れましたが、どのような事務にどのよ

うな方式が活用されているかという資料でございます。こちらでごらんいただきますと、

横が事務処理の方式、縦のほうが事務の種類という形になりますけれども、協議会はやは

り計画で１１０件ということで、そのほかちらほらとございますが、農業用水、水利権の

管理ですとか、そういった施設の管理のようなものにも若干活用されております。 

 それから機関等の共同設置につきましては、先ほど申しましたとおり、自立支援法の障

害区分の認定審査会のほうが１０８件、介護保険の要介護認定の審査会のほうが１４２件

で、３ページに行きまして、公平委員会が１１４件ということで、この３つでおおむね八

十数％、大半を占めているという状態になっております。 

 それから事務の委託制度はまんべんなく件数が出てきておりますけれども、やはり多い

のは、３ページ目の最後のほうに出てきますけれども、公平委員会が１,１６９件、あるい

は競輪・競馬・競艇、これは競艇で、舟券の相互販売のような形が多いんですけれども８

３８件、あるいは市町村相互間で住民票の写しを交付できるような形で規約を結んでいる、

一番最後の住民票の写しの９３６件、この３つで３,０００件ほどであります。それ以外に

も非常に多く活用されておりまして、病院ですとか、あるいは消防、救急といった、かな

り施設を持つようなものを含めまして幅広く使われております。 

 それから右側、一部事務組合、広域連合ですけれども、こちらのほうもまんべんなく活
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用されておりまして、一部事務組合で申しますと、やはり多いのはごみ処理ですとか、し

尿処理、消防、救急のような大きな施設が必要なもの、あるいは規模の大きなコストのか

かるものを中心に幅広く活用されております。 

 現在のざっとした状況が以上のようなところでありまして、４ページ、５ページが、団

体の規模ごとに一定の人口規模の市町村を取り出しまして、その規模の団体がどの程度共

同処理を行っているかというものを、主な事務について見たものであります。 

 ４ページをグラフにしたものが５ページでございますので、５ページでごらんいただけ

ればと思います。若干白黒でわかりにくくて申しわけございませんが、こちらのほうで傾

向として見ますと、１万人未満の市町村で言いますと、例えば消防で九十数％が共同処理

の対象になっている、あるいはこちらで申しますと、し尿処理ですとかごみ処理などが、

非常に高い割合で共同処理が行われているという形になります。 

 これは人口規模が大きくなりますとともに小さくなってくるんですが、１０万規模まで

行きますと４割以下まで落ちてくるんですけれども、例えばごみ処理ですとか、し尿処理、

あるいは消防などが、やはり５万人程度の自治体で見ましても、６割以上が共同処理に出

している対象になっているという状況にあります。 

 それから最後、６ページです。これは一定のサンプルの団体を取り出しまして、これら

の団体が先ほど出てきました主な共同処理の対象のような事務につきまして、どういった

形で共同処理になっているかというものですけれども、これは１万人未満の町村を出して

おりますが、×というのが単独処理という形になりますけれども、大半が共同処理の対象

になっているという状態でございまして、「組」ですとか「委」という形で方式について簡

単に書いてありますけれども、やはり共同設置がなされているものは、障害者福祉、介護

保険のところで幾つか出てきている、あるいは公平委員会のほうで出てきているという状

態になっております。 

 最後、７ページをごらんいただきたいと思いますが、市町村の一定のサンプル調査にな

りますが、共同処理についてどのような課題を感じていますかというアンケート調査を行

っております。こちらにつきましては、２つ目の◎のところですけれども、「特に問題はな

い」というのが全体の６割強を占めていたという状況で、今現在、さまざまな共同処理の

方式があるのですが、それぞれの団体におきまして、一番よいと思われる方式を選んで事

務を処理している状態にあるということが言えるかとは思います。 

 また３割程度、課題がある旨回答があったわけですが、やはり半分程度、５４％、４２％
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という大きなものは、機動的な意思決定が困難である、あるいは全構成団体の協議を調え

ることが難しいというような課題が指摘されているという状況でございました。 

 状況につきましては以上でございまして、あと、資料２－３につきましては関係の条文

でございますので、後ほどごらんいただければと思います。 

 続きまして、今回の研究会の設置の契機になっております答申の概要と、あとは答申本

文の抜粋につきまして、資料３－１と３－２で用意をさせていただいております。 

 資料３－１をごらんいただきますと、流れとしまして、平成の大合併につきまして相当

程度進捗したということで、来年の３月末までで一区切りにするということで、今後につ

きましては、合併について現行特例法の期限後におきましても、合併を進めようとする市

町村が合併できるような特例法は必要であるというのが１つ。 

 それからもう一つの柱といたしまして、共同処理方式によって事務処理の効率化、ある

いは執行の確保というものを図っていこうということで、②のポンチ絵のところですけれ

ども、内部組織ですとか行政機関等の共同設置ということが提言されております。 

 こちらの制度の内容ですけれども、資料３－２の答申の抜粋の２ページ目の文章とあわ

せてごらんいただければと思います。２ページ目の最後のほうに書いてございますが、機

関等の共同設置につきましては、現行制度の対象になっておりますのが、先ほども出てお

りましたが、委員会ですとか委員、これは監査委員ですけれども、それから附属機関に限

られているということがございまして、効率的な行政運営や小規模市町村の事務の補完を

可能とするために、内部組織ですとか事務局、あるいは行政機関についても共同設置が進

められるように、制度改正を含めた検討を行うことが適当であると答申が出ておりまして、

こちらの概要のほうの図のイメージでごらんいただきますと、内部組織について言えば、

例えば税務課とか徴税担当とか観光課というようなものも出ておりましたけれども、何々

部あるいは何々課をＡ市とＢ町が共同で設置するというイメージになります。 

 あるいは行政機関で言いますと、保健所の例がこちらに書いてありますが、現実問題と

いたしまして、保健所の場合、市町村合併が進みまして、この図で言いますと、例えばＢ

市が保健所設置市になった、中核市になったと仮定いたしますと、今まではＢ市の中に県

の保健所がありまして、Ｂ市、Ｃ町、Ｄ市を一括して所管していたわけですけれども、Ｂ

市のほうが市の保健所になってしまいますと、Ｃ町とＤ市につきましては県の保健所の所

管が残りますので、県の保健所でＣ町とＤ市のほうを引き継いで、別途保健所を置くとい

う形になってまいります。 
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 こういった場合に、Ａ県の保健所とＢ市の保健所を共同設置することで、事務の効率化、

あるいは圏域の保健医療行政のためにとってもよいのではないか、こういったことができ

るようにしたほうがよいのではないかということでございます。 

 答申のほうにつきましては、その他、①、②を説明いたしましたが、あとは③のほうで、

都道府県の補完についても今後検討していくということで触れております。答申のほうに

ついてはこのような流れであると。こちらのほうで提言されております内部組織ですとか、

共同機関等の共同設置につきまして、このような形であるということでごらんいただけれ

ばと思います。 

 それから広域連携につきまして、先ほどの答申の上のほうをごらんいただきますと、こ

のほかにも広域連携を積極的に活用していこうということで、この２ページ目の３の（２）

のところに広域連携の関係が書いてあるわけでありますけれども、共同処理の仕組みが一

層活用されるように、地方公共団体のニーズを踏まえた制度の見直しを行っていくべきで

ある、共同処理の活用によって事務の効率化を確保していこうということで、さらに活用

されるように、その制度について検討していこうということが提言されております。 

 それから最後に資料４でございますけれども、この研究会におきます検討項目として、

こちらのほうに記載させていただきました。まず研究会の検討項目は、大きく分けて２点

考えております。 

 １つ目といたしまして、先ほど説明をいたしました機関等の共同設置につきまして、対

象の拡大を行うという制度改正を検討しておりますが、こちらを活用して事務処理の効率

化を図っていくということで、その関係の検討項目を掲げております。 

 １つ目としまして、現行の機関等の共同設置につきまして、先ほど説明いたしましたと

おり、３分野で非常に活用されているわけですが、それ以外につきましては非常に実績が

少ないという状況でございます。この中で、どうしてこの活用が進まないのかと。実際、

教育委員会の共同設置をやっておりまして、合併と関係なくそれを解消したというような

ところに聞いてみますと、やはり関係市町村の足並みがそろわない、政策の重点の置き方

が違ってくるという指摘もあったところではありますけれども、どうしてその活用が進ま

ないのかというところについてご議論をいただければと思います。 

 あるいはもう一つ、共同設置による効果が大きいと思われる部門といたしまして、どの

ようなものが考えられるのか。アイデアといたしましては、例えば先ほど申しましたよう

な保健所ですとか税ですとか監査事務局というような、専門性が非常に高く必要なところ
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で、かつ各市町村、各自治体におきまして必ず事務が行われなければならない、そういっ

たところが思い浮かぶわけでありますけれども、こういった部門としてどのようなものが

考えられるかについてご議論をいただければと考えております。 

 それから、これを実際に制度化していくに当たりまして、どういう点について留意して

いく必要があるか、使い勝手のよい制度にしていくために、どういった点について気をつ

けていく必要があるかという点につきましてもご議論をいただきまして、意見をいただけ

ればと考えております。 

 続きまして、２といたしまして、この共同設置以外の共同処理制度につきましても、そ

の課題と今後の方向性について議論をしていきたいと考えておりまして、一部事務組合制

度等、広域連合も含めまして、機動的な意思決定が難しいですとか、構成団体の意見の反

映が不十分ですとかいった課題が指摘されておりますけれども、こういった声に対しまし

てどういう対応策が考えていけるかという形で、今後の方向性につきましてご議論をいた

だければと考えております。 

 あるいは事務委託制度等ということで、これは協議会も含めましてですけれども、課題

と今後の方向性についてご議論をいただきたいと考えております。事務委託制度につきま

しては、事務が完全に移ってしまいますので、事務の委託元になる団体が意見を出しにく

いという課題が指摘されておりますけれども、どのような対応が考えられるのかというこ

とも含めまして、ご議論いただければと考えております。 

 最後に、資料５－１と５－２ということでつけております。機関等の共同設置の状況に

つきまして、こちらの検討項目の１のほうの関係でございますけれども、４００件ちょっ

とありますけれども、実際の事例につきましてデータをつけております。 

 それから５－２といたしまして、個別法で機関等の共同設置に触れている規定というこ

とで、設置が進んでおります、非常に事例の多い例となっております自立支援、あるいは

介護保険、それから一番最後の公平委員会につきましては、それぞれ個別法のほうにこう

いった規定が置かれておりまして、これによって共同設置ができるということをうたって

いるわけではありませんが、共同設置を念頭に置いた規定が置かれておりまして、こうい

った形で制度的に共同設置を進めるよという形になってきているということでございます。 

 真ん中にございます地方教育行政の組織及び運営に関する法律につきましても、この５

５条の２という形で、教育委員会の共同設置その他の連携を進めて、地方教育行政の体制

の整備及び充実に努めるというような規定が置かれておりますが、この規定が最近置かれ
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たということもございまして、あまり実績としては使われていないということになってお

ります。 

 説明のほうは以上で終わらせていただきます。 

【辻座長】  事務局から一通りご説明をいただきました。今日は今、事務の共同処理に

関する現況をご説明いただきまして、この現況に基づきまして、これからこの研究会で検

討する項目です。今回一応案として出されたものは、議論の大きな柱を機関等の共同設置

のあり方に力点を置きながら、一部事務組合や事務委託制度のあり方についても考えてい

くという、この大きな論点出しになっていますが、これでいくのかどうなのか、それから

皆さんにいろいろ今日ご発言いただきまして、論点として加えていくべきものは何なのか、

そのことを初回に当たって議論をしたいと思っております。 

 最初に質問でも意見でも構いませんので、皆さんのほうから自由にご発言いただければ

と思います。いかがでしょうか。じゃ、磯部委員どうでしょうか。 

【磯部委員】  ご説明を伺って、機関等の共同設置について例として幾つかおっしゃっ

たように、確かに保健所や監査などは、専門性が高く、しかも必ずやらなきゃいけなくて、

専門の人を確保するのが困難だという領域ということであれば、他にもいろいろありそう

でありまして、例えば情報公開の審査会を共同設置することはできるだろうなんていうこ

とは、やっている例もあるのではないかと思っていたんですけれど、他にもいろいろあり

そうだなと思っていたんです。 

 逆に言えば、そういう必要性がなければわざわざ設置しないのかなと思っていたもので

すから、設置したいのに何かできない事情というのが、制度内在的にどういう理由がある

のかということは、なぜ活用が進まないのかということを伺ってみないとよくわからなく

て、もうちょっと伺いたいと思ったということと、あとは活用状況の表で、例えば資料２

－２でご説明いただいたものの中に、２ページですか、障害者福祉なんていう項目につい

て、機関等の共同設置は１０８、事務の委託は５１、一部事務組合が８０、協議会も４と、

こういろいろあるんです。 

 だからそれは、そのときの勘でたまたまそうなったというわけじゃないのだろうと思う

ので、どうしてこうやって１つの事務についても分かれるのかというあたりをちょっと伺

ってみると、それぞれのメリット、デメリットなんかがわかるのかしらと思ったという程

度でございまして、すみません、さしあたり以上です。 

【辻座長】  それでは今の２点につきまして、事務局、いかがですか。 
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【渡邉課長補佐】  情報公開審査会は実際、例はございまして、確かにどこも大体置い

ておりますので、もっと使ってもいいのかなという感じはしております。 

 設置のできない事情とか、障害者福祉の場合はここで言いますと、若干この表の中で、

事務が共同処理の場合、共同設置の場合につきましては、ほとんどが障害区分の審査会な

んですけれども、実際には組合の場合ですと施設も運営していたりするものですから、そ

れが全部この中に入ってしまっているというのはあるんですけれども、同じ事務の中でい

ろんな処理方式が分かれている場合につきまして、あえて共同設置をやっているところも

ありますし、例えば広域連合の中で処理している場合もございますので、そういったとこ

ろにつきましては、ちょっとこちらも調べてみたいと考えております。 

【辻座長】  よろしいですか。 

 それでは入江委員、お願いします。 

【入江委員】  すみません、２点お聞きしたいと思います。まず１点目なのですけれど

も、資料５－１で機関等の共同設置の状況がありますが、その中に都道府県別のものがあ

りますけれども、とにかく都道府県によって数に相当ばらつきがあるのです。これは何か

理由があるのか、そこに何か都道府県の関与があるいはあるのかということを１点お聞き

したいということと、それからもう一点は、この研究会でこれから問題を議論していくと

きに当たって、定住自立圏のこと、辻先生もおられますので、そこも念頭に置くべきかと

思うのですが、そこでの定住自立圏を形成するときに協定を結ぶわけですよね。 

 その中でもきっと、機関の共同設置ということをたしか要綱の中でうたわれていたと思

いますが、そういうことをどこまで含めて議論をするべきなのかということを、少し整理

していただければなと思います。 

 以上です。 

【辻座長】  事務局、いかがでしょうか。 

【渡邉課長補佐】  確かに県によって結構ばらつきがございまして、これは１つには公

平委員会を県の人事委員会に委託している場合と、あるいは共同処理、共同設置で各市町

村が個々のまとまりでやっている県とあるというのが、大きなところとしてはありますけ

れども、それ以外にも県によって特色ある活用をしているケースというのもありますので、

県のスタンスで若干違いが出てきている部分というのは、実際あるのかなという気はいた

します。 

 明確なものが出るかどうかというのはわからないんですが、個々の例えば自立支援法の
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関係は押しなべて共同設置でやっているとか、そういった担当課のところのスタンスとい

うのもあるのかなという感じは印象としてはしておりますので、その辺につきましても少

し考えてみたいとは思います。 

 あと、定住自立圏の関係ですけれども、今回の内容といたしましては、共同処理の設置、

事務の共同処理を進めるということで、定住自立圏の考え方ともマッチした部分はありま

して、定住自立圏の中でも、あれは各市町村の協定の形で、任意でそれぞれの条例で議決

事項として追加して実施するような形になっていたかと思いますけれども、そういった形

のものを進めていくときに、制度に乗せるという形で活用するということも考えられると

は思いますので、そういった形で関係はしてきます。直接定住自立圏のためというよりは、

今後、基礎自治体のあり方が大変人口規模についてもばらつきがあって多様な中で、実際

の事務処理を確保していく、あるいは効率化を図っていく中で活用するという形で、そこ

のところは直接は関係していないんですけれども、そういったところで反映はできる部分

があると思うんです。 

【辻座長】  件数が随分県によって違いがあるんですけど、これはこの間事務局と議論

していてわかったんですけど、一部事務組合は１つつくると１つなんですけど、事務の委

託でやると幾つも事務の委託を積み重ねてやりますので、実態以上に多く感じるところが

あるんです。だから要するに、一部事務組合を１０市町村でつくっていると、それに対し

て事務の委託を積み重ねると、それが１０ぐらい必要になったりして、その見かけ上の数

の違いというのも少し考えておかないと厳しいのかな、ちょっと実態と違ってくるかなと

いう感じがします。 

 それから定住自立圏のほうについては今説明がありました。大きな振興策の考え方なの

で、この振興策の中で実際上、事務処理をしていくとなると、今回ここで議論する共同処

理の方法どれかに依拠して議論していかなきゃならないので、その定住自立圏のような発

想で処理をしていくに当たっても、今の法体制で十二分にできるのか、できないのかとい

うのを検討していくということになるのではないかと思います。 

 あとはいかがでしょうか。 

【丸山公務員課長】  ご参考までに一言申し上げたいと思いますけど、今日私は公務員

課長という立場で幹事として参加しておりますけれども、７月の異動前は市町村課長を務

めておりまして、そのとき、今日ご説明もありましたけれども、６月にまとめられました

地方制度調査会の中で共同処理の部分を担当していたものですから、そんなときにどうい
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う問題意識を持っていたかということを簡単に、ご参考までに一言申し上げたいと思いま

す。 

 資料３－１で先ほどご説明がありましたけれども、基本的な問題意識としては、地方分

権をどんどん進めていく必要がある、地方分権を行って、国の事務権限を地方に任せる場

合、その受け手というのは住民に一番身近な市町村だと。大きな事務や権限、責任が市町

村に委ねられるわけだけれども、それを適切に行使して、住民の福祉を実現するだけの行

財政基盤の強化が必要だという前提がある中で、じゃ、個々の市町村においてどうやって

その行財政基盤を強化していくかという方法論になり、それがこの資料３－１の２つ目の

升に書いてあることですけれども、これまでは、それがすべてということではありません

が、一番根本的な解決策として、市町村合併ということを強く見て、そのことを強力に進

めてきた。 

 その結果として全国的には随分進んだのですけれども、今振り返ってみると、大きくな

って力が強くなったところもあるけれど、地域の実情や判断ということもあって、合併せ

ずにその地域がそのままに残っているところもある。そういった中で、それでも分権を進

めていって市町村の役割が強化するときに、それにふさわしい行財政基盤を強化する方策

は何なのか。合併も今後もありますけれども、それだけではなくて、今回のテーマである

共同処理ということも重要な選択肢になる。さらに都道府県の補完ということも出てくる。

この３つの選択肢ということを複線的な取り組みとして、それの地域、市町村の判断にゆ

だねて、結果的にそれぞれのやり方で行財政基盤を強化していきたい、これが一番のベー

スでした。 

 そういった中で、今回のテーマの共同処理ということが出てくるんですけれども、その

ことの中には、制度改正をして、一層選択肢を増やして使いやすくしていくという国とし

ての取り組みもありますし、別途そういったことを運用の面でどれだけ地方にわかりやす

く発信して、実際その選択肢を活用してもらうか、その実務面でのこともあるのではない

かと思います。 

 今、基本的な問題意識を述べましたけれども、現状の使い方から言いますと、これも資

料でご説明がありましたけれども、今現在いろんな共同処理の仕組みがあるわけですが、

その中で多く使われているのは一部事務組合と事務の委託という、この２方式でして、ほ

とんどこの２つに特化しているんです。これはなぜかということを推測してみますと、地

方団体が共同処理をする場合に一番最初に頭に置かれるのは、一定の施設なり、一定の人
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員なりを使って、長期的に継続的に行う共同処理、これをどうこなすかとまず思う。 

 代表的なものは消防とかごみとかいったものだと思うんです。これはもうどんな市町村

でも必ずある事務ですし、施設を持って、専門職員を持って、かつ長期的にやるものです

から。そのためには特別の法人があったほうがいいと考えると一部事務組合になるし、大

きな町、大きな市に、小さな町村が事務をお願いして、責任を明確化して、その中心市の

立場で一元的な処理をしてもらおうと思うと事務の委託になる、こういうことだと思うん

です。 

 ただ、一方でそういった一定の施設や人員を抱えて長期的に行うという事務以外にも、

いろんな種類の事務が市町村の現場にはあるはずなので、そういった事務をこなすために

は一組や事務委託じゃない、別のいろんなメニューがあっていいし、そのほうが使いやす

い部分もあるだろうと。そのことから今回、内部組織、行政機関等の共同設置という新し

い部分に光を当てた新メニューというのが議論されてきたのではないのかなと思うんです。 

 逆に言いますと、テーマになっておりますこの共同設置の部分というのは、法人格がな

いから、今までもしっかりしていないものとして見過ごされた部分があるし、あるいはど

こかの中心市に責任が一元化されて、その人が住民との関係で一律的な責任を追うという

仕組みじゃないものだから、いわば共同責任という感じにもなるものですから、マイナス

面にとらえられていた面もあるかもわかりません。 

 しかしそれは悪い面ととらえるばかりではなくて、法人格がないから効率的な機動力が

ある仕組みであるという面もあるし、権限の移動がないので、それぞれの町村が共同処理

を行ってもみずからの発言、役割を損なうことがなく、一緒になって取り組めるという面

もあるのではないか。 

 要するにいろんな仕組みがあるんですけれども、今まで使われなかった部分にもきっと

それなりの役割や、市町村ごとの使われる場面があるのではないかという問題意識がある

ものですから、その辺のことをご議論いただくということが、全体としての共同処理の効

率活用という意味では、非常に意味があるのではないのかなと思っておりまして、なかな

か地制調の議論の中では、そこまで応用面まで含めた議論というのができなかった面もあ

るものですから、ぜひこういった場で議論を深めていただければ、全国の市町村にとって

大変活用面で参考になるのではないかなと思います。 

【辻座長】  ありがとうございます。この点も含めていかがでしょうか。 

 甲斐委員、いかがですか。 
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【甲斐委員】  来るかなと思って。そうですね、質問というより資料をいただいての感

想になってしまうんですけれども、愛媛県は今、村はなくなって２０市町になっているん

ですけれども、何で共同設置が進まないんだろうなというのを私なりに考えてみたりした

んです。結局例えば委託の場合なんかは、委託先がなかなか見つからないということがあ

るのかなということはちょっと感じました。やっぱりきゅうきゅうしているんです。 

 他の水平間でやろうと思っても結構つらいところがありますし、じゃ、県はどうかとい

うと、県も今行財政改革できつきつにやっているところですので、委託といってもなかな

か人材がいないんじゃないかなということは思ったんです。例えば都道府県を越えてとな

ったらどうかというと、多分それでもなかなか厳しいところがあるのかななんて思ったり

しました。 

 すみません、答えにはなっていないですけれども、地方に住む者の実感としてはそうで

すね。 

【辻座長】  なるほど。 

【甲斐委員】  それから、ごめんなさい、もう少ししゃべらせていただきますと、私は

ＮＰＯなんかにも入ったりもしていて、その関係でいわゆる市民参画のああいった新しい

課題にもうちょっと、愛媛県の中でも取り組んでほしいなというのは思っているところな

んですけれども、個人的にはこういう共同設置というのがされると、いわゆる一定のレベ

ルの専門性なり見識を持った行政が進んでくれてうれしくなるのかしらということも、ち

らっと思ったりしました。すみません、あんまり質問というか、検討項目案についてどう

思うかという答えにはなっていないんですけれども。 

 以上です。 

【辻座長】  今ご指摘の点のうち最初のほうは、事務委託も含めて共同処理が進まない

理由はなぜかという、１つ大きな疑問点に対する感想ですね。この点に関して事務局、い

かがですか。 

【渡邉課長補佐】  何で進まないかというのは、私どもが机の上で考えていてもなかな

かわからないところもございまして、そういった形で実際あれこれ考えられるものとして

は、先ほど申しましたとおり、政策的なものですと使いにくいとか、あとはなかなかよい

相手もいないというか、首長さんの人間関係も現実にはあるでしょうし、そういったとこ

ろはあるんだとは思うんですけれども、この辺もちょっと私どももなかなかこの霞が関で

考えていてもわからない部分もあるものですから、是非いろんなご意見といいますか、い
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ろいろな経験の中で、感想的なものでも結構ですので出していただければと考えておりま

す。 

【村上委員】  一応私は志木市ということで、小さな自治体の中におりますけれども、

率直な感想として、さっき資料４にありましたように、特に共同処理の中でも私ども志木

市の場合では、一部事務組合なども使って業務の処理をしているんですけれども、ここに

書かれているように、ほんとうに構成団体間の調整だとか意思決定が難しいというのを感

じています。 

 それからあと、結局一組の管理者というのは私どものところは持ち回りでやっているん

ですけれども、他の団体でも充て職だったり、持ち回りだったりということで、非常に責

任の所在があいまいなのかなというのを実感しています。 

 それから先ほど公務員課長さんからもお話がありましたように、できるだけ住民にとっ

て身近な行政は身近な基礎自治体でやっていこうということで、分権の流れの中でさまざ

まな県からの事務の移譲も受けておりますが、率直な感想としては、ほんとうに我々の基

礎自治体というのは分権の方向に向かっているんだろうか、それとも広域化に向かってい

るんだろうかということで、よくその分権と広域化って縦軸と横軸の関係だよと言われる

んですけれども、なかなかそれが我々市町村では実感として理解できないところがあるん

です。 

 もともと埼玉県は全国的に見ても権限移譲率が高いと思うんですけれども、確かに我々

志木市の場合は、現在７０近い事務を県から権限移譲を受けて、埼玉県でも上から５番目

ぐらいの移譲数があるんですけれども、その中には数年にわたって事務処理が１件もない

ような事務だとかもかなりあるんです。本来そういった事務というのは、もっと専門的な

職員がいる体制の中で処理されるべきなのかなと。 

 ただ今は、分権、分権という中で、何でもかんでも地域でやっていくんだよというよう

な考えもあったりして、その辺が果たして広域化を目指していくのか、分権化を目指して

いくのか、これは合併と地域自治区の問題でも似たような部分はあると思うんですけれど

も、その辺が理解できないようなところもあります。 

 あと、うちのほうの事例で言いますと、先ほどお配りした地図の中に、ちょっと１枚資

料を挟ませていただいたんですけれども、その中で現在これから進めていこうとしている

広域化の研究の中では、まず朝霞地区一部事務組合の中で、し尿処理施設をやっているん

ですけれども、かなり公共下水道の普及が進みまして、どんどん利用する人が少なくなっ
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ているんです。施設も実際に余っていて、それでなおかつ逆にその施設が老朽化してしま

っているので、さらなる広域化を研究しているという部分があります。 

 それから真ん中の任意協議会の設置のところで、現在埼玉県を中心に、全国では初めて

になるんじゃないかなと思うんですけれども、広域連合を使って水道化の広域化をしてい

こうということと、それから国保事務をこれも広域連合を使ってやっていこうということ

で、ちょっと検討しているところがあります。資料に若干ミスプリがありまして、備考欄

の水道の部分と国保の部分が逆になってしまったんですけれども、そういうことをやって

います。 

 そうした中でも、先ほどのお話じゃないんですけれども、我々はほんとうに分権化なの

か、それとも広域に向かっているのかねなんていうのは、最近もちょっと庁内で素朴な意

見として出ていました。 

 以上です。 

【辻座長】  それでは委員に一言ずつ、とりあえずご意見をいただいたほうがよろしい

かもしれませんね。じゃ、勝賀瀬委員、お願いします。 

【勝賀瀬委員】  今回、この検討委員会に加えていただくことになりまして、県内の広

域行政をちょっと眺め直してみたのですけれども、県内に３６一部事務組合があるのです

が、その設立時期を見ますと大体同じような時期にできてきております。し尿から始まっ

て、ごみ、また最近では介護認定審査会といった形でできてきている。おそらくこれはみ

ずからの意志でというよりも、外的なといいますか、制度的な背景の中で、そういう広域

行政が進んできたという部分がかなり大きいのではないのかなと考えています。 

 そうした中で、高知県は小さな町村が非常に多いという中で、じゃ、これからどうやっ

て広域的にサービスを守っていく仕組みをつくりますかというお話を、この２年ぐらい、

私は市町村の皆様としてまいりましたけれども、その中で感じていますのは、非常に多く

の方が広域化はしていかなければいけないという思いはありますけれども、とかく広域化

ということになりますと、まず経費の節減ということが真っ先にイメージとして出てまい

ります。 

 そういうお話を今、私どもが市町村の皆さんにしますと、あまり好意的に受けとめてい

ただけない。経費だけ節減してサービスを落とすのですかという受けとめになりがちです。

それでこの論点の中にもございますけれども、共同設置などによって節減できる経費は節

減をしながら、先ほどお話があった専門的な行政ニーズ、特に住民の皆様に対する保健、
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福祉のようなニーズをきちっと確保していく、そういう視点ですとか、あるいは今分権委

員会から権限移譲が、市に対して３５９事務でしたか出ております。 

 そういった事務を広域で受け皿となって、地域でそういった仕事をきちんとこなしてい

くといったことを大事な視点に置いて考えていきませんかということを、今市町村の皆さ

んとお話をしております。そうした中で、今回この機関等の共同設置につきましては、非

常に私個人的にも期待をしておりまして、県内のある地域ですけれども、税務課の将来的

な共同設置ということも視野に入れながら少し勉強していきませんかということで、研究

も始めたりしておるところでございます。 

【辻座長】  ありがとうございます。では髙田委員、いかがですか。 

【髙田委員】  私どもの飯田、下伊那地域は、南信州広域連合と言っておりますけれど、

消防、ごみ、し尿、介護認定、障害の認定、特別養護老人ホームなどの生活にかかわるよ

うな部分というのは、広域連合の事務として今やっております。そのくらい広域連合が定

着しているという地域かなと思っています。 

 ただ、人口１７万のうち飯田市が１０万６,０００ですので、あと１３町村で６万程度と

いうことで、さっき申し上げましたように、各町村をとってみると非常に人口規模も小さ

いし、財政力も弱いという中では、広域連合としての意思決定が、どちらかというと飯田

市主導になりがちといいますか、それが郡民の皆さんにとってどう見られるかという部分

を考えますと、広域連合ということで今までは進んできましたけれども、そのあり方がこ

れからどうなっていくんだろうという不安はございます。 

 例えば消防なんかは、もっと長野県内で広域化しようという大きな動きもありますし、

それから介護認定よりは、介護の認定が必要のない、健康みたいなところをもっと力を入

れていこうとすると、もっと新たな枠組みが必要になってくるんじゃないかと思いますの

で、広域連合は少し限界にきているのかなという感じを、僕は個人的にはしています。で

すから定住自立圏ということがすべて受け皿になるとは思いませんけれども、その取り組

みの中で何か新たな枠組みができないかなということを考えています。 

 以上です。 

【辻座長】  ありがとうございます。出口委員、いかがでしょうか。 

【出口委員】  もう皆さんから貴重なご意見が出ていますけれども、私の経験から、４

点ほどお話をさせていただければと思うのですが、１つは先ほど既にお話が出ていました

けれども、委託先とか共同の相手がいないというケースが結構あるのではないかなと。こ
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れは合併が進まなかったところとある程度共通するのではないかと思うのですが、いただ

いた資料を昨日見ていまして、資料２－２の、例えば４ページに数字で、５ページにグラ

フになっていますけれども、４ページの数字で言いますと、例えばごみ処理だとか、し尿

処理、消防、いずれも３,０００人未満や５,０００人規模のところよりも、１万人規模の

ところのほうがパーセンテージは高いわけですよね。 

 これをグラフにするともっとはっきりわかりますけれども、５ページのグラフで一番左

の部分、３,０００人未満、５,０００人のところというのはやっぱりちょっと低いんです

が、これはおそらく地方で、かなり面積は広いところに人口が少なくて、合併はもちろん

のこと、事務の委託であるとか共同とかと考えても相手がいないというか、なかなか難し

いと。 

 先日、福島県の南会津の只見町というところとちょっと研究の関係で交流があるもので

すから、行ってきたのですけれども、７５０平方キロぐらいの面積のところで、九十数％

山林という状況です。そうすると、隣のまちと何かしようとかという発想にならないので

す。鉄道もＪＲ１本で、１日片道３本という状況ですから、ほんとうに何か共同していこ

うとか、まして合併とかといっても、何かメリットがあるかというような感じで考えられ

ている。 

 ですからこういうところで言うと、それこそ半分冗談で言っていたのですけれども、移

動図書館みたいに、県の出先機関を車で移動させたらどうだというようなのが出ていまし

て、ちょっとした許認可ぐらいだったら移動車両の中で受け付けて出していけばいいんじ

ゃないかとか、そんな話が出ていたくらいです。やっぱりそういうのがありますと、なか

なかいろんな工夫をしても、さらに残る部分があって難しいのかなというのがまず１点で

す。 

 それから２点目ですけれども、やっぱり先ほど来お話が出ていますように、共同すると、

この地方自治の時代に自治が減殺されるのではないか、だから共同しないほうがむしろい

いのではないかみたいなところがあって、その意味からすると、さらにその点を２つに分

けますと、例えば専門性は高いけれどもある程度共通でいいというか、全国共通でやって

いけばいいのではないか。先ほど来挙がっている税務であるとか、あるいは監査であると

か、それから私は、今度選挙がありますけれども、選挙管理委員会なんかもまさに、共同

設置しても全く問題ないような気がしているのですけれども、そういうふうに政策的より

は専門性重視、あるいは経験重視というようなところでは、まだかなり進められるのでは
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ないかなと思うんです。 

 他方で政策性の強い部分、例えば先ほど教育委員会についてご報告がありましたけれど

も、教育委員会であるとか、あるいは意外と農業委員会なんかは、農地に関する考え方が

それぞれ自治体でかなり違いますので、農業委員会を共同設置できるように国に要望した

らどうかという提案を一蹴されたことがあるんです。そういうふうに、政策性がかなり強

くて地域の独自性が出てくるような分野で共同設置を進めるには、相当何か工夫が要るの

かなという印象がございます。 

 それから３点目ですけれども、これは論点として、やはり最初に局長のごあいさつの中

にもございましたけれども、都道府県がどう補完するか、その補完性の発揮できる部分と

いうのがどの程度あるかということだろうと思うんです。例えば、公平委員会業務を県の

人事委員会に委託しているというのは結構多いわけですけれども、これは神奈川県でも県

の人事委員会に委託していますが、県の方針で、特例市になった以上は公平委員会をきち

んと自分のところでやってくださいということから、従来は、指定都市は当然として、自

分のところで独自に公平委員会業務をやっている市は５市ぐらいしかなかったのですが、

特例市制度ができて以降、新たに特例市になった市には、公平委員会の事務を自らじっし

するよう指導した経緯などもありまして、それで今は独自に公平委員会を持っているとこ

ろが１２市まで増えていますけれども、ただ現実にどう進めているかという内実を見ます

と、むしろ県の人事委員会に任せてもらったほうが、専門性も高いですし、何よりも処分

事例が多いものですから、経験が豊富で的確な処理ができると思うんです。 

 ですから、こういうところは分権とか自治とかということにあまりこだわるよりも、む

しろ専門性や技術性を生かして、あるいは経験実績を生かして県の人事委員会に委託して

もらったほうが、職員からの信頼も高いのではないかと思うんです。 

 しかし、それは他方で先ほどの話に戻りますけれども、自治ということを考えた場合に、

ある種都道府県の裁定的関与に近いような状態になるものですから、ものすごく嫌がられ

る部分があるんです。その辺をどう整理していくかということも重要だと思います。 

 それともう一つ、県の補完性の問題で言うと、例えば過疎代行制度がございますけれど

も、あの過疎代行の制度というのはある程度機能していると思いますので、すべてが過疎

地のような扱いになっていいのかということはあるかもしれませんが、現行の道路や下水

道だけでなく、もう少し広い範囲で過疎代行に近いような制度を検討してもいいんじゃな

いかなと、そんな感じがいたします。 
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 最後に４点目ですが、この研究会は先ほどご紹介がありましたように、一般的な法制度

にということが多分あるんだろうと思いますけれども、今までの経験から言うと、個別法

に規定があるほうが印象として強いんです。ですから介護保険なんかも介護保険法の中で、

共同でやっていいですよというような、あるいは都道府県が適切に支援しろというような

条文がはっきりあらわれていましたので、進んだのではないかと思います。 

 これが一般法の中に入ってしまいますと、何か使い勝手がいいのか悪いのかよくわから

なくて。一般法の中で認めていくのももちろん必要なのかもしれませんが、個別法に規定

がある強みみたいなものも結構あるのかなという印象がありまして、そこもどちらのほう

がいいのか、ご議論いただければと思います。 

 雑駁ですが、以上４点、挙げさせていただきました。 

【辻座長】  今、少しまとまった点を４点ご指摘いただきまして、そのうち特に最初の、

これは前の委員からも出ていましたが、いわゆる相手がいないという問題ですね。相手が

いないというのは結局、一方ではさしあたって困っていないということ。その一方で大き

いほうの団体も小さい団体のほうも余裕がなくなってきている。そうした中で結局いい制

度を仮につくったとしても、どうしてもなかなか使わないんじゃないか。この問題をこの

研究会の中でどう考えるかということと、それから３番目の点、いわゆる都道府県との補

完性業務との関係ですね。今回のこの研究会の中で、どうこの問題を考えるかということ

なんですが、これについては事務局のほう、いかがですか。 

【吉川行政体制整備室長】  それは水平あるいは垂直、いずれもこちら、この研究会で

ご議論いただく問題だと思っております。 

【辻座長】  そのことも含めて議論をしていくということですね。 

【吉川行政体制整備室長】  はい、それでお願いしたいです。 

【辻座長】  あと、２番目と３番目の点は、結局一般法で改正しても、やっぱり個別法

の影響が強いので、結果的に今回この議論をしていくに当たっても、一般的に考えるより

も個別領域の中で事例を集めて、その中で必要なことを見定めて、個別法、それから最終

的には自治法の改正も含めて事例を積み重ねていく中で、ほんとうに必要性があるのかど

うなのかということをねらっていけばいいのかというのを、問題提起していくしかないと

思うんです。 

 したがって、中には法制度の問題ではなくて、運用を改善したり財政状況を改善すれば

済む問題と、個別法を改正すれば済む問題と、それからやっぱり自治法を改正しなければ



 -26- 

ならない問題というようなものを最終的には整理をして、問題提起できればという感じが

します。 

 こう考えますと、今いろいろ幾つか指摘がありまして、全体をまとめることはできない

んですが、ただ今回も検討の内容としては、過去も同じようにやっぱりどちらかというと、

何か制度的な変更があったときに、広域制度を全体的に見直すという歴史があって、そう

いう意味での一つのきっかけづくりはしていかないとなかなか難しい。そういうことをや

っていきたいというのが、まず大きな第１点です。 

 それから２点目としては、今回の大きな柱として、事務処理の効率化という点が出てい

るんですが、この効率化とあわせて、いわゆるサービス内容の水準のアップという話です

ね。要するに全体的に費用対効果を高めていくという中で、効率化とそれから費用対効果

の向上、サービスの向上というようなもの、これを多分両方視野に入れて議論をしていく

ということが必要じゃないかというのが２番目の点だと思います。 

 こうして考えてみますと、非常に大きいのは３番目に、個別のサービスですね。幾つか

やっぱりモデル分野を考えて、そのモデル分野を詰めていかなきゃならないと思うんです

が、このサービス内容として何を考えていくかというのが重要だと思います。 

 １つは確かに人口規模の問題がありまして、人口１万にも満たないところのサービスを

どうするかという問題もありますが、あわせて、結局消防のように３０万とか、合併して

もなおかつさらに大きなサービス供給の規模が必要になってきていると。税の競売とかい

うことも含めて。こういうような人口規模によってかなりサービスの中身が異なるという

ことと、それからサービス内容、専門性だとか提携性だとか、それに対しているところの

政策性だとか裁量性だとか、ここら辺のところで、サービス内容自体からどう切り分けて

整理をしていくかという問題が３つ目と。 

 このケーススタディーを重ねながら、何が課題なのか。課題を課題として認識していな

いのが課題なのか、それとも課題なのか。で、その課題と考えた場合に運用のレベルの話

なのか、それとも法制度全体の問題なのか、個別の話なのか、そこら辺のところを最終的

に整理していくという形で議論を進めていければと思いました。 

 さしあたって今日はもう時間になっていますので、多分次回までに、今度どの分野を対

象にどういう議論をしていくかというのを、事務局のほうにも議論の資料をつくってもら

うことになると思うんですが、それに際して多分皆さんのほうから、皆さんの経験や事例

に基づきまして、どういうケースを検討すべきなのか、手法のほうでもいいですし、個別
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具体的な事例でもいいので、特に今回サービス内容のアップやサービスの効率化を図って

いかなければならないものを皆さんに事務局のほうにご提案いただいて、それを踏まえて

事務局のほうからまた資料をつくっていただいて、次回の審議に備えるというようなこと

をしていければと思いました。 

 大体私が皆さんのご意見を聞いて今日感じたことは以上ですが、事務局のほうも含めま

して何かありますでしょうか。結構これから次回までの１カ月間は貴重な時間になってい

まして、わりと短い期間で結論を出す委員会になっていますので、今日言い残したことが

あると大変ですので、何かありましたらぜひ総務省の方のほうでもご意見いただきたいん

ですが、いかがですか。 

【甲斐委員】  メーリングリストを作って、連絡がとれるようにしたらどうかなという

ことなんですけど。 

【吉川行政体制整備室長】  では、そうさせていただきます。 

【辻座長】  その点も含めてそこは工夫してもらいたいと思います。 

【吉川行政体制整備室長】  承知しました。 

【辻座長】  あとはいかがでしょうか。よろしいですか。 

【久元自治行政局長】  初回から大変触発されるといいますか、非常にいいお話を聞か

せていただいたなと思っているんですけど、特に村上さんがおっしゃいました、分権と広

域化の緊張関係というお話と、それから出口先生がおっしゃいました、共同化すると自治

が減殺されるというお話は、もちろんその想定されている事柄に違いがあるような気もし

ますけれども、わりと似た視点で、そこは非常に大事なことかなと。 

 しかもそれを行政分野別に、できるだけ自治が減殺されないで共同化すると。共同化が

できれば、先ほど広域化をする効率化ということを、これは勝賀瀬さんがおっしゃったん

でしょうか、効率化というだけだとなかなか賛同が得られない。要するにサービス水準の

アップ、それから専門性のアップ。 

 そういう面から言うと、実は地制調では、この文脈では個別分野の話ということになる

んですけど、監査委員、監査がテーマになって、去年の会計検査院の検査で都道府県が相

当やられたわけです。市町村の監査のレベルが低いということでは決してなくて、少なく

とも体制は都道府県のほうがちゃんとしているわけです。市町村は今回会計検査院の対象

にならなかったんだけれども、そこは大丈夫かなという気がするわけです。 

 現実を見ると、ほとんど専門職の職員がいない。そこでイメージされるのは、監査委員
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も共同設置する、事務局も共同設置する。今回はこの事務局の共同設置が提案されている

わけです。職員は既に共同設置ができるわけです。そういう形で監査委員については共同

設置という方法というのは、相当有効なのではないかなと我々は考えているんですけど、

そうすると果たして自治は減殺されるだろうか。 

 先ほど出口先生のお話では、選挙管理委員会も共同設置したほうがいいというお話があ

りましたけど、ここはそういうような、やや微妙な問題が出てきますよね。自治が減殺さ

れるのか、選挙管理委員会の委員はそれぞれの議会で選ばれますから、ある意味で自治を

体現している面もあるんですよね。 

 そんなようなことをつらつら事務局のほうで、辻座長がおっしゃったような、行政分野

ごとにどう考えるかということも含めた資料を次回までに少し、よく局内で検討して、準

備をさせていただきたいなと思いました。 

【辻座長】  分野に関しては今日も幾つかアイデアが出されていまして、監査もそうで

すし、それから公平委員会ですね。公平委員会ってほんとうは人事委員会に準じたもので

よく出てくるんですけど、結構機能が違っていまして、ほんとうは人事委員会、公平委員

会の機能アップなんかも含めて検討されるべき内容もあるんじゃないかとも思います。 

 それから、あとは税の問題。それから難しいのはＮＰＯ関係かもしれませんね。零細だ

けどたくさんあったほうがいいのか、ある程度まとまって資金機能があるのが１つあった

ほうがいいかというのは、それこそ住民性だとか政策性の接点の中で難しいところですね。

あとは土地利用に関する問題ですとか。幾つか課題はたくさんあると思います。ぜひ皆さ

んのほうからも問題提起していただければと思います。 

 それでは予定の時間をちょっと過ぎていますので、一応これで今研究会は一たん議事は

終了させていただきます。 

 その他につきまして、それでは事務局からお願いします。 

【渡邉課長補佐】  はい。それでは日程につきまして、資料６のほうでごらんいただき

たいと思います。資料６、今後の検討スケジュールですけれども、この研究会は１２月、

年内に報告書とりまとめまで行っていただければと考えておりまして、次回に先ほど議論

になっておりました共同設置の対象拡大による事務処理の効率化ということで、幾つか具

体的な分野について検討した形でご議論をいただきたいと考えております。 

 月１回程度で考えておりまして、第３回、１０月のほうで、一部事務組合ですとか事務

委託関係につきまして、第２回の積み残しも含めまして議論をしていただきたいと考えて



 -29- 

おります。 

 あと、先ほど座長のほうからお話がありましたけれども、ぜひご自身のところで具体的

に検討されている必要などは特にございませんので、アイデアとかそれぞれのご経験とか

ご知見の中で、こういった分野ですとか、この検討項目に関しまして、ご提言等いただけ

ればありがたいなと考えておりまして、またその辺はメールのほうでご連絡をさせていた

だければと思います。それに基づきまして次回の準備をさせていただきたいと考えており

ます。どうぞよろしくお願いします。 

【辻座長】  日程については。 

【渡邉課長補佐】  次回の研究会ですが、現在日程調整をさせていただいておりまして、

９月は５連休等入っておりまして大変日程がタイトでして、調整が終わり次第、またご連

絡させていただきたいと思います。なかなか日程がそろう日が、今現在ちょっとないもの

ですから、調整中ということでご容赦いただきたいと思います。早晩ご連絡させていただ

きたいと思いますのでよろしくお願いします。 

【辻座長】  短期集中審議になりますので、皆さん、ご協力のほどよろしくお願いしま

す。 

 それでは、これで本日の会議を終了いたします。ありがとうございました。 

 

 

――― 了 ――― 


